別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童福祉諸費　　　
	事業名: 新里親普及啓発キャンペーン事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　健康福祉部 子ども家庭課 児童養護係　電話番号：058-272-1111（内2637）

　　　　　　　　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,562千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


家庭で生活することが困難な児童を預かり、家庭的な養育環境のもとで生活をすることで、児童の健やかな心身の発達を図ることが可能な里親制度について、里親制度の普及促進、里親委託を推進するため、市町村及び民間団体等と連携し、里親月間（10月）及び児童虐待防止推進月間（11月）を中心に、普及啓発キャンペーンを行い、里親制度や社会的養護に対する県民の理解を深めるために積極的にPRする。
（１）『里親』の愛称
　　○「里親」＝「養子縁組」のように「里親に子どもを一度預けると子どもを取られてしまう」といった誤ったイメージが社会的にあるため、正しい里親制度の普及啓発を図るとともに、里親制度に親しみをもってもらうため、『里親』に代わる愛称を公募し、『里親』のイメージチェンジを行うことで広く地域に対して里親制度を正しく理解してもらえるよう、広報・啓発を行う。
（２）里親を知る会
　　○里親制度に関心のある方、里親登録 したい方、子どもの社会的養護に関心のある方など、広く県民に対し、『里親』を知る会を開催する。
（３）里親体験普及事業
○福祉に関心のある層・一般の人々を中心とした潜在的里親希望者を対象に、実際に里親制度に触れる機会（＝体験の場）を提供し、里親の普及啓発を図る。
	２　所要経費


（１）『里親』の愛称　　　　　　　　　　　　　　　　 1,138千円
　　　・公募にかかる案内及び周知

　　　・選定委員会による選定

　　　・愛称を利用したロゴマークの作成

　　　・愛称を利用した啓発・配布グッズの作成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）里親を知る会                                    424千円

　　　・『里親』を知る会を各圏域開催
（３）里親体験普及事業　　　　　　　　　　　　　　　　840千円

　　　・里親体験の機会を提供

ホームステイ事業、ショート里親事業　

	決定額の考え方


里親の愛称募集について、事業効果や今後の事業展開を検討することとし、予算計上を見送ります。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,562
	1,170
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,392

	決定額
	1,448
	613
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	835


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
児童がより家庭的な雰囲気の中で生活できるように、里親委託を進めるためには、登録里親の掘り起こしを行うとともに、里親家庭に対する一般家庭への理解を得て、委託される子どもの福祉への理解を深めることが必要である。

そのため、社会的に里親制度を理解してもらう取組を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	新規登録里親数（人）
※数値は各年度実績数
	（H　）
	14
（H22）
	（H  ）
	26
（H23）
	30
（H24）
	86.6％


	里親委託率（％）

※数値は各年度末
	（H　）
	6.5
（H21）
	6.3
（H22）
	6.2
（H23）
	9.9
（H26）
	62.6％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　里親制度リーフレットの配布：３５００枚
　（関係機関への設置・配布、イベント等での来場者へ配布）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
里親制度リーフレットの配布によって、里親制度の周知を行うとともに、新規里親の掘り起こしを行った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	里親委託が進まない背景には、社会的に里親制度が知られていないことが大きな要因であるため、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	新規登録者は年々増えているが、里親委託数は横ばいである。

里親リーフレット等の配布だけではなく、社会に対して、里親制度を理解してもらう普及啓発活動が必要である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　リーフレットの内容について、より分かりやすい表現や温かいデザインに変えるとともに、配布方法も関係団体への設置・配布のほか、一般県民により触れる機会として様々なイベント時に来場者に対し直接手渡しをしてPRを行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　里親委託が進まない背景には、社会的に里親制度が知られていないことが大きな要因であるため、里親制度の普及啓発を重点施策として早急に普及啓発事業を実施する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　里親制度が社会的に認知されると、里親家庭に対する地域の理解を得ることができ、委託される子どもの福祉への理解を深めることが可能となる。また、実親に対しても『里親』という社会的な制度に理解を示し、同意が得られやすくなることによって、里親委託数が増える。


